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１．品質管理レビュー制度等の運営状況①

 2021年度品質管理レビューの実施状況（2021年10月～2022年1月）
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単位：監査事務所

実施監査事務所数
審議件数

残件数
～2021.9 2021.10～

2022.1(注1)

通常レビュー 76 ５ 30 41

特別レビュー 1 ０ ０ １

改善状況の確認 9(注2) １ １ ７

(注1) 会則第80条第４項に基づく個別事案審査（監査・規律審査会）への連携案件１件あり
(注2) 前回の通常レビューから業務管理体制の変容（新規受嘱多数）があった１監査事務所増加

レビュー拒否（中止）により１監査事務所減少



１．品質管理レビュー制度等の運営状況②

 上場会社監査事務所登録制度の運営状況（2022年１月末時点）
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2021.9末 増加 減少 2022.１末(注)

本登録事務所 124 ０ ０ 124

準登録事務所 17 1 0 18
品質管理レビュー実施前
監査事務所 （13） (1) (0) (14)

品質管理レビュー実施済
監査事務所 （４） (0) (0) （4）

登録事務所計 141 1 0 142
(注) 2021年10月～2022年１月までに登録不可とされた監査事務所、レビューの実施結果を受けて

登録を抹消した監査事務所はない

単位：監査事務所《上場会社監査事務所名簿等の登録状況》



２．個別事案審査制度の運営状況①
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 監査・規律審査会の審議状況

開催回数：４回

 綱紀審査会の審議状況

開催回数：８回

 2021年度個別事案審査の実施状況
対象期間：2021年10月1日～2022年１月31日

案件数 案件数

繰越案件 19件 終了事案
（うち綱紀審査会）

９件
（５件）

新規案件 ５件 次月繰り越し 15件

案件数 案件数
繰越案件 ９件 終了事案 ４件
新規案件 ６件 次月繰り越し 12件

※１

※１ 監査・規律審査会における結審後、審査要請手続中の事案があることから、件数に差異が生じています。
（期首の繰越で2件、次月繰越で1件）

※２一つの倫理事案において、事案を分割して一部議決としたため、案件数に差異が生じています。

※２



２．個別事案審査制度の運営状況②
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 監査・規律審査会の終了事案 ９件の内訳  綱紀審査会の終了事案 ４件の内訳

終了事案
９件 案件数 結論 案件数

監査事案 ４件

問題なし ２件

改善勧告 ２件

綱紀回付 ０件

倫理事案 ５件

問題なし ０件

改善勧告 ０件

綱紀回付 ５件

終了事案
４件 案件数 結論 案件数

監査事案 １件
問題なし １件※
改善勧告 ０件
懲戒処分 １件※

倫理事案 ３件

問題なし ０件
改善勧告 １件
懲戒処分 ２件

戒告 ０件
会員権停止 ２件
退会勧告 ０件

※ 複数の対象会員がいる事案で「問題なし」と「懲戒処分」
の結論が出ているため、案件数に差異が生じています。



 連携の状況
 案件の連携

– 互いの制度の所管に関わる重要な案件（監査・規律審査会の調査・審査事案に関し審
査会長が必要と認めた案件／品質管理レビューにおいて監査事務所の監査意見の妥当
性又は会則等への準拠性に疑念が生じた案件）について相互に報告
〈2021年10月～2022年１月の報告状況〉

品質管理委員会から監査・規律審査会への報告：１件
監査・規律審査会から品質管理委員会への報告：１件

– 各制度の機能の違いを踏まえつつ、自主規制全体として一体感のある対応を行うため、
報告後の各制度における対応や考え方についても必要に応じて共有

 その他の連携
– 調査の重複回避等、効率的かつ効果的な運用を図るためのモニタリング情報、各制度

における取上げ状況等の適時の共有など
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３．品質管理レビュー制度及び個別事案審査制度の連携



（監査・規律審査会の設置及び職務）
第60条 本会は、会員の監査業務の適正な運用発展並びに会員

及び準会員の規律の維持を図るため、会員の監査実施状況（第
77条第２項に規定する品質管理レビューに関する事項を除く。
以下同じ。）及び監査意見の妥当性並びに会員及び準会員の倫
理に関わる事項について調査及び審査を行い、必要な措置をと
るものとする。

２ 前項の目的を達成するため、本会に監査・規律審査会を置く。
３～５ （省 略）
６ 監査・規律審査会の審査会長は、調査及び審査をする事案に

関し必要と認めたときは、その内容を品質管理委員会の委員長
に報告することができる。

７・８ （省 略）
（品質管理レビュー）
第77条 本会は、法第46条の９の２の趣旨を踏まえ、監査業務

の公共性に鑑み、会員の監査業務の適切な質的水準の維持、向
上を図り、もって監査に対する社会的信頼を維持、確保するた
め、監査を遂行する主体としての公認会計士又は監査法人（以
下この章において「監査事務所」という。）が行う監査の品質
管理のシステムの整備及び運用の状況について次項に規定する
品質管理レビューを実施する。

２～５ （省 略）
６ 品質管理レビューを受ける監査事務所は、品質管理委員会が

効率的かつ適切に品質管理レビューを実施できるように、全面
的に協力しなければならない。この場合において、当該監査事
務所は、品質管理委員会が必要と判断した全ての記録、書類及
びその他の情報を品質管理委員会に提出し、品質管理委員会か
らの書面又は口頭による質問に対して遅滞なく回答しなければ
ならない。

７・８ （省 略）
（品質管理委員会の設置、職務及び権限）

第80条 本会に、第77条第１項の目的を達成するとともに、次
節に規定する上場会社監査事務所の登録に関する事項を所掌す
るため、品質管理委員会を置く。

２・３ （省 略）
４ 品質管理委員会の委員長は、品質管理レビューを通じて、監

査事務所が表明した監査意見の妥当性に疑念が生じた場合又は
監査事務所の本会の会則及び規則への準拠性に疑念が生じた場
合には、その内容を監査・規律審査会の審査会長に報告するこ
とができる。
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◆ 参考条文（制度間の連携）
日本公認会計士協会会則



 適正手続等審査会（2019年10月～）
 個別事案審査制度における懲戒の処分内容及び品質管理レビュー制度における措置

の決定に係る会員からの審査申立てについて審査を行う機関
 構成員：委員５人（うち３人は会員外の学識経験を有する者）
 審査申立ての対象

４．審査申立て制度の運営状況
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個別事案審査制度 綱紀審査会が決定した懲戒の処分内容
品質管理レビュー制度 上場会社監査事務所名簿又は準登録事務所名簿への登録を認めない決定 等

適正手続等審査会の運営状況
（2021年10月1日～2022年１月31日）

開催回数：３回

案件数 案件数

繰越案件 ３件 終了事案 ０件

新規案件 ０件 次月繰越 ３件



 
 

仁智監査法人に対する検査結果に基づく勧告について 
 
 

令 和 ４ 年 １ 月 2 1 日 
公認会計士・監査審査会 

 
公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）は、公認会計士法第 49条の３第２項

の規定に基づき、仁智監査法人（法人番号 7010005018195、以下「当監査法人」という。）
を検査した結果、下記のとおり、当監査法人の運営が著しく不当なものと認められたので、
本日、金融庁長官に対して、同法第 41 条の２の規定に基づき、当監査法人に対して行政処
分その他の措置を講ずるよう勧告した。 

 

記 
 
当監査法人を検査した結果、以下のとおり、当監査法人の運営は、著しく不当なものと認

められる。 
 
１．業務管理態勢 

当監査法人は、前回の審査会による検査の結果に関し、金融庁から業務改善命令（業務
管理体制の改善）を受けているほか、日本公認会計士協会の品質管理レビューにおいても、
複数回にわたり限定事項付き結論が付された品質管理レビュー報告書を受領して改善勧
告を受けており、その都度、監査品質の改善に取り組んだとしている。 
しかしながら、法人代表者及び品質管理担当責任者を含む各社員においては、各人の個

人事務所等における非監査業務への従事割合が高く、当監査法人における監査の品質の維
持・向上に向けた意識が希薄なものとなっていることから、上記の改善勧告等を法人の業
務運営の根幹に関わる問題として認識していない。また、法人代表者及び品質管理担当責
任者は、監査品質の改善に向けてリーダーシップを発揮していないなど、品質管理のシス
テムを有効に機能させる態勢を構築する意識が欠如している。さらに、当監査法人の各社
員は、自らが関与していない個別監査業務における品質の改善状況を監視する必要性を認
識していないなど、法人の業務運営に対する社員としての自覚に欠けている。このように、
当監査法人においては、社員同士が互いに牽制し、監査品質の維持・向上を図る組織風土
が醸成されておらず、組織的監査を実施できる態勢となっていない。 
そのため、法人代表者及び品質管理担当責任者は、監査品質の維持・向上を図る意識が

欠如していたことから、品質管理レビューでの指摘事項に関し、同様の不備の発生防止の

ための根本原因分析を十分に実施していないほか、実施していない改善措置を実施したも
のとして日本公認会計士協会に報告するなど、改善措置の実施に真摯に取り組んでいない。
また、法人代表者及び品質管理担当責任者は、現行の監査の基準に対する理解や、基準が
求めている品質管理及び監査手続の水準に対する理解が、自らを含む監査実施者に不足し
ていることを十分に認識していない。さらに、当監査法人は、各社員の合意に基づいて品
質管理活動を含む業務運営を行う方針としているにもかかわらず、各社員は、当監査法人
における現状の品質管理態勢を批判的に検討していないなど、監査品質の維持・向上に貢
献していない。 

 
こうしたことから、下記２．に記載するとおり、品質管理レビュー等での指摘事項に対

する改善が不十分で同様の不備が繰り返されていること、詳細な監査計画の策定等におい

て重要な基礎データとなる執務実績時間を集計・管理する態勢を整備していないこと、適
切な監査業務に係る審査を実施していないことなど、品質管理態勢において、重要な不備
を含めて広範かつ多数の不備が認められている。 

（参考）



 
 

また、下記３．に記載するとおり、今回審査会検査で検証対象とした全ての個別監査業

務において、業務執行社員及び監査補助者に監査の基準に対する理解が不足している状況
及び職業的懐疑心が不足している状況が確認され、それらに起因する重要な不備を含めて
広範かつ多数の不備が認められている。 

 
２．品質管理態勢 
（品質管理レビュー等での指摘事項の改善状況） 

法人代表者及び品質管理担当責任者は、品質管理レビュー等での指摘事項に対し、根本
原因分析を行い、これを踏まえた改善措置の策定を行ったとしている。 
しかしながら、法人代表者及び品質管理担当責任者は、監査品質の維持・向上を図る意

識が欠如していたことから、同様の不備の発生防止のための根本原因分析を十分に実施し
ていないほか、実施していない改善措置を実施したものとして日本公認会計士協会に報告

するなど、改善措置の実施に真摯に取り組んでいない。 
その結果、今回審査会検査で検証した個別監査業務の全てにおいて、これまでの品質管

理レビュー等での指摘事項と同様の不備が繰り返されている。 
 
（執務実績時間の管理） 

法人代表者及び品質管理担当責任者は、各専門要員の執務実績時間を集計・管理する態
勢を構築せずとも、当監査法人の業務に支障はないと思い込んでいたことから、被監査会
社への監査見積時間の提示、詳細な監査計画の策定、社員・職員の評価等の重要な基礎デ
ータとなるにもかかわらず、これを集計・管理する態勢を整備していない。 

 
（監査業務に係る審査） 

品質管理担当責任者は、「監査の品質管理規程」に対する理解が不足していたことから、

業務執行社員が新規に受嘱した上場被監査会社３社の審査担当社員を指名している状況
を看過している。また、品質管理担当責任者は、不正事案が発生した監査業務について、
「監査の品質管理規程」で定められた社員会における審査が実施されていない状況を看過
している。くわえて、複数の審査担当社員は、監査の基準で求められる監査手続の水準を
十分に理解しておらず、また、一部の審査担当社員は、特別な検討を必要とするリスク等
に係る監査上の重要な監査調書を査閲していない。その結果、今回審査会検査において指
摘した重要な不備を審査において指摘できていない。 

 
このほか、「内部規程の整備及び運用」、「法令等遵守態勢」、「独立性」、「監査契約の新

規の締結及び更新」、「監査実施者の教育・訓練及び評価」、「監査補助者に対する指示・監
督及び監査調書の査閲」、「監査調書の整理・管理・保存」及び「品質管理のシステムの監

視」に不備が認められる。 
 

このように、当監査法人の品質管理態勢については、品質管理レビュー等での指摘事項
の改善状況、執務実績時間の管理、及び監査業務に係る審査において重要な不備が認めら
れるほか、広範かつ多数の不備が認められており、著しく不適切かつ不十分である。 

 
３．個別監査業務 

業務執行社員及び監査補助者は、監査の基準や、監査の基準で求められる監査手続の水
準の理解、特に、不正リスクの評価及び対応に係る手続に関する理解が不足しているほか、
経営者の主張を批判的に検討していないなど、職業的懐疑心が不足している。 
また、業務執行社員及び監査補助者は、監査品質の維持・向上に対する意識が不足して

おり、このため、リスク評価手続やリスク対応手続について、見直しの必要性を認識する
ことなく、過年度と同様の監査手続を実施している。くわえて、業務執行社員は、自らが

（参考）



 
 

果たすべき役割を認識しておらず、被監査会社が行う事業や取引の十分な理解に基づき、

監査上のリスクを適切に評価する意識が不足しているほか、監査補助者を過度に信頼して
いたことから、監査補助者に対する十分な指示・監督及び監査調書の適切な査閲を実施し
ていない。 
これらのことから、収益認識に関する不正リスクの識別及び不正リスクの対応手続が不

適切かつ不十分、受注損失引当金に係る会計上の見積りに関する検討が不適切かつ不十分、
重要な構成単位に関する監査手続が不適切かつ不十分などの重要な不備が認められる。 
 
上記のほか、継続企業の前提に関する検討が不十分、固定資産の減損に係る会計上の見

積りの検討が不十分、工事進行基準に対するリスク対応手続が不十分、重要な勘定残高に
対するリスク対応手続が不十分、監査チームメンバーの独立性の確認が不十分、重要性の
基準値に関する検討が不十分、棚卸立会に係る手続が不十分、内部統制や財務報告に関連

する情報システムの理解が不十分、監査役等とのコミュニケーションが不十分など、広範
かつ多数の不備が認められる。 
 
このように、検証した個別監査業務において、重要な不備を含めて広範かつ多数の不備

が認められており、当監査法人の個別監査業務の実施は著しく不適切かつ不十分なものと
なっている。 

 
 

お問い合わせ先 

公認会計士・監査審査会事務局 

審査検査課 

（代表） 03-3506-6000（内線 2485） 

（参考）



金融審議会公認会計士制度部会報告 （概要）

会計監査の信頼性確保 公認会計士の能力発揮・能力向上

 上場会社監査について、法律上の登録制を導入。

 登録に際し、日本公認会計士協会が適格性を確認。

 上場会社の監査事務所に対し、監査法人のガバナンス・コー
ドの受入れなどの体制整備や情報開示の充実を規律付け。

上場会社監査に関する登録制の導入

会計監査を取り巻く経済社会情勢の変化を踏まえ、
会計監査の信頼性確保や公認会計士の一層の能力発揮・能力向上に資する公認会計士制度を実現

背景：上場会社監査の担い手の裾野の拡大

 監査に関与する社員等に業務制限の対象を限定。

監査法人の社員の配偶関係に基づく業務制限の見直し

背景：共働き世帯の増加、監査法人の大規模化

上場会社監査事務所の異動状況

＜その他の事項＞
• 企業等に勤務している公認会計士の登録事項に「勤務先」を追加

• 資格要件である実務経験期間の見直し（２年以上→ ３年以上）

• 継続的専門研修の受講状況が不適当な者等の登録抹消規定の整備

• 日本公認会計士協会による会計教育活動の推進

（現行制度は、監査に関与するか否かを問わず、全社員が対象）

公認会計士・監査審査会によるモニタリング
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中小規模監査事務所

準大手監査法人

大手監査法人

（単位：件）

 公認会計士・監査審査会の立入検査権限等の見直し （協会の会則記載事項として会計教育活動を位置づけ)

企業（Ａ社）

役員等

監査法人

ケース１

Ａ社の
監査チーム

独立性

（配偶関係）
（被監査会社）

スタッフ Ａ社の役員
＝配偶者

監査法人
の社員

社員

ケース２

Ｂ社の
監査チーム

現 行： 制限対象

見直し後：制限対象外

【資料３－１】



上場会社の監査品質維持・向上のための
日本公認会計士協会の取組

2022年３月８日
自主規制モニター会議

【資料３－２】



上場会社の監査を取り巻く環境変化への対応

Copyright © The Japanese Institute of Certified Public Accountants. 2

監査品質の維持・向上の必要性

独立性の強化
特定の会社に対する報酬依存度に係る規制
（15%ルール）等

品質管理基準の改訂
より積極的に品質管理上のリスクを捉えて対処す
る品質管理システムの整備・運用が求められる

会計上の見積りへの対応
上場企業の事業の複雑化・多様化と増大している
会計上の見積りに対応できる体制

監査の担い手の裾野の広がり

上場会社監査
上場会社数が約3,900社に上り、中小監査事務所
が監査を引き受けるケースが増加し、資本市場を
支える不可欠な存在に
（2021年6月期で準大手32社、中小92社純増）

IPO監査等
IPO企業やスタートアップ企業の監査を引き受け
る中小監査事務所が増加

会計監査の在り方に関する懇談会や金融審議会公認会計士制度部会における
議論では、以下のような指摘もあった
 協会から、上場会社監査を実施する者としての適格性の確認を受けることとすべき
 公認会計士個人による上場会社監査について適切な対応を行うことは急務
 中小監査事務所に対する体制面・ノウハウ面での支援を講ずるといった上場会社の監査の担い手の

裾野を広げるための方策の一層の充実を検討する必要がある
 上場会社の監査を行う全ての監査法人に対して、「監査法人のガバナンス・コード」の受け入れや、

業務運営上のKPI等の情報開示の充実を求めることなどについて検討されるべきである
 協会は育成支援策と合わせ、適格性に係る要件の見直しに向けた検討を行い、検討結果を実行すべ

き
 登録を受けた監査事務所に対し、コードの受入れや、充実した情報開示を求めることなど

 中小監査事務所の基盤強化の支援

 中小監査事務所の情報開示の充実

 上場会社監査事務所登録制度の充実

（品質管理レビューを通じた指導・監督）

日本公認会計士協会の対応策
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中小監査事務所の基盤強化と情報開示の充実

Copyright © The Japanese Institute of Certified Public Accountants. 3

上場会社監査事務所の経営基盤
１

品質管理基盤
２

ガバナンス基盤
３

IT・デジタル基盤

４
人材基盤

５
財務基盤

６
国際対応基盤

適格性の
確認

情報開示
義務付け

監査事務所の情報開示
① 監査品質向上に向けた取組（メッセージ）・事務所概要
② ６つの経営基盤の説明
③ 「監査法人のガバナンス・コード」への対応状況 など

法令

ガバナンス・コード

形式要件

改訂品質管理基準

法
制
化
・
自
主
規
制
充
実

上場会社を監査する主体として必要な基盤強化のための具体策を、
今後協会が検討・実行

情報開示の充実により、比較可能性を高め経営基盤強化の取組を加
速し、監査品質の向上につなげる



その他の取組

Copyright © The Japanese Institute of Certified Public Accountants. 4

組織内会計士向けの指導・支援

国際基準も踏まえ、実務経験要件を2年→3年に伸長
 実務経験要件の伸長を前提に、公認会計士試験合

格者が受講しなければならない「実務補習」の在
り方も併せて検討

実務経験期間の見直し
継続的専門研修の受講状況が不適当な者等の登録抹消
規定の整備
 改めて研修の意義・重要性の周知徹底を図る
 研修を受講しやすい環境の整備

公認会計士としての義務を果たさない者への対応

監
査
品
質
の
維
持
・
向
上
に
向
け
た
取
組

企業等に勤務している公認会計士の登録事項に「勤務
先」を追加
 公認会計士の勤務実態を把握し、従来以上に適時

の情報提供や資質向上策の充実を図る
（組織内会計士ネットワークの2021年12月時点の正会員は2,270名）

公認会計士の多様化
監査法人の社員の配偶関係に基づく業務制限の見直し
 法改正の趣旨、規定の解釈の周知徹底等

(関連）更なる女性会計士の活躍促進

公認会計士・監査制度の継続的な議論の必要性
残された課題を含め全体的に議論し早期に結論を得る
必要  非財務情報を含む公認会

計士の業務の拡大
 業務に必要な資質の変容

 試験・育成制度
 大規模化した監査法人に

関する制度

協会の会則記載事項として会計教育活動を位置づけ
 法律上認められた事業として、学校や社会での会

計の普及に一層注力

会計に関する教育・啓発活動の推進
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2 0 2 2 年 ３ 月 1 日

会 員 各 位

日本公認会計士協会

監査意見不表明及び有価証券報告書等に係る訂正報告書の提出時期に

関する留意事項

昨今、過年度の会計不正が疑われるような状況の発生に際し、本来であれば当該事実関係の調査

が完了し、訂正すべき内容が確定した時点で過年度の有価証券報告書等の訂正報告書が提出される

べきところ、当該事実関係の調査完了前に、過年度の有価証券報告書等に係る訂正報告書が提出さ

れ、監査意見を不表明とする事例が生じています。そのような状況を踏まえ、監査業務に従事する

会員に、監査意見不表明及び有価証券報告書等に係る訂正報告書の提出時期に関して留意すべき事

項を以下に示します。

１．意見不表明の位置付け

監査人は、監査及び会計の専門家として、独立した立場において、財務書類その他の財務に関す

る情報の信頼性を確保するため、監査人が自ら入手した監査証拠に基づき、監査意見を表明する

ことで、公共の利益に資することが求められています。

監査人は、入手した監査証拠の範囲では意見の表明ができないとの判断を下すこともあり得ま

すが、平成 14 年監査基準改訂にかかる前文や「「会計監査についての情報提供の充実に関する懇

談会」報告書」（2019 年１月 22 日公表）においては、「意見の表明ができないとの判断…中略…基

本的には、そのような判断は慎重になされるべき」、「意見を表明できないことは、…中略…極めて

例外的な状況」とされていることから、意見不表明は他の意見の種類と異なり、「極めて例外的な

状況」にのみ許容されるものであることに留意が必要です（注１）。

会計不正が疑われるような状況が発生し、事実関係調査のための体制構築等の対応が必要な際

には、有価証券報告書等の提出期限の延長が認められる場合もありますが、無制限に認められる

ものではないため、企業（当該企業の経営者及び監査役等。以下同じ。）と適時にコミュニケーシ

ョンを行い、会計不正是正に向けた企業の対応が迅速に行われるように促すことが、監査人に対

して期待されています（注２）。

２．訂正報告書の提出時期の考え方

金融商品取引法上、訂正報告書は「有価証券報告書の提出者が当該有価証券報告書及びその添

付書類のうち訂正を必要とするものがあると認めたとき」（金融商品取引法第 24 条の２において

準用される第７条第１項参照）に企業が提出することとされています。

事実関係調査のための体制構築等の対応を行った場合における一般的なケースでは、進行年度

の有価証券報告書等の提出期限までに全ての調査が完了し、訂正すべき内容が確定しているため、

当該提出期限までに過年度の有価証券報告書等の訂正報告書を提出した上で、進行年度の有価証

券報告書等を提出することとなります（あるべきスケジュール）（注３）。

【資料４】
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一方、延長後の有価証券報告書等の提出期限までに事実関係の調査が完了しない場合、当該提

出期限の時点では訂正すべき内容が確定していない状況であると考えられるため、事実関係の調

査が完了し、訂正すべき内容が確定した時点で、企業は、過年度の有価証券報告書等の訂正報告書

を提出することになると考えられます（注４）。

以上の取扱いに関して、監査人は、企業と適時にコミュニケーションを行い、企業が適切な対応

を行うよう促すことが期待されます。

なお、本取扱いにつきましては、関係者と協議済みであることを申し添えます。

最後に、新規の株式公開企業が増加傾向にありますが、監査法人・公認会計士には、資本市場の

ゲートキーパーとして、職業的懐疑心を発揮するとともに、企業の「不正を見抜く力の向上」が強

く期待されていることに改めて留意をお願いいたします（注５）。

（注１）監査基準前文「監査基準の改訂について（平成 14 年）」三９(2)②及び会計監査についての

情報提供の充実に関する懇談会「会計監査に関する情報提供の充実について― 通常とは異なる

監査意見等に係る対応を中心として ―」（平成 31 年 1 月 22 日公表）参照

（注２）金融商品取引法第 193 条の３第１項においては、監査証明を行うにあたって、特定発行者

における法令違反等事実を発見した時は適切な措置をとるべき旨を当該特定発行者に遅滞なく

通知することが求められています。また、同条第２項においては、法令違反等事実に係る法令違

反の是正その他の措置をとるべき期間を経過しても特定発行者が適切な措置を取らず、かつ、

法令違反等事実が特定発行者の財務計算に関する書類の適正性の確保に重大な影響を及ぼすお

それがあり、当該重大な影響を防止するために必要があると認めるときは当局に当該事項に関

する意見を申し出ることが求められています。

（注３）「金融商品取引法においては、過年度の財務諸表に対して重要な事項等を発見した場合、訂

正報告書の提出が求められていることから、一般的には、訂正報告書を提出せずに、過去の虚偽

表示を、当年度の財務諸表における比較情報を修正再表示することにより解消することはでき

ないと考えられている。」（監査基準委員会研究報告第１号「監査ツール」第 70 項及び【新起草

方針に基づく改正版】「監査基準委員会報告書第 63 号『過年度の比較情報－対応数値と比較財

務諸表』」の前書参照）

（注４）進行年度の有価証券報告書等については、関係当局に照会を行った上で必要な対応を行う

ことが考えられます。

（注５）「会計監査の在り方に関する懇談会（令和３事務年度）」論点整理－会計監査の信頼性確保

に向けて－（令和３年 11 月 12 日）

以  上
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（参考）今後の取扱いのイメージ図

以  上
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